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スウェーデンにおける職務研究と

作業組織の再編成

一一1970年代中頃までの展開一一

(159) 159 

赤 岡 功

I は じ め に

見ウエ デンの人々は，市場経済にあっては経済成長と効率化の要請の下て，

ともすれば軽視されがちであるが多くの人々が求めてやまない，豊かな自然

芸術，人間性等々の価値を，白らの国で実現し，さらにはこれらの面で世界の国

国のリーダーたらんと，誠にひたむきな努力を Lてきているよラにみえる。こ

のようなひたむきな同スウ t ーデンでは，工場労働の非人間性に世界の人々の

関心が寄せられはじめると，その人間化の試みに，国をあげて軌中することに

なったが，その大々的な旗上げは， 19日9年 4月のことであった。この時，この

国の経営者連盟 SAFの技術部は， 自然と芸術とそして産業の見事な調和を象

徴するかの如<，古域や王宮そして数多くの緑の島影を映すメラーレン湖に臨

む国立美術館で，ノルウェーにおける産業民主化実験の結果乞各界の人々に，

公開したのであった [T.Sandberg 1982， p. 164J。

この頃には7.ウェーデY においても，労働生活に関する問題は，相当大き

くなっていたものと思われる。この年の暮れから翌年にかけて，北部のキーノレ

ナ (Kiruna)の鉄鉱山では，大規模な山ネコストが発生ーL，ヨーテポ日 (Gote

borg)等の各地に次々に波及した。別稿で述べたように〔赤岡1984J， これが

ひとつのきっかけともなって，同国では， 1975年までに500件， 1979年までに数

千件にのぼる職場での作業組織の再編成が試みられた [SAF1975; Lュndholm

1979J。同国における従業員数日人以上の事業所は1981年におい亡 2，700である
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(NSS 1983， p. 111) ことを思えば，これは誠に驚くべき数というべきであろ

o
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m
ノ

しかし，同国において職務あるいは作業組織に関する研究ほ，この1969年以

前から行なわれているし，社会・技術システム論にもとづく作業組織の再編成

の実験についてもこの年から突然にはじまるわけではない。

また，スウェーデンにおける作業組織の変革については， SAF技術部の指

導によるものが広く知られているが， 岡田 Eはそれ以外1=， r協調問題開発委

員会 (UR)jの調査グノレーゾである iUR調査班 (UR!¥F)jや「企業民主化

委員会 (FODD)j等も作業組織の変革を推進した。

URAFは SAFとスウェーデン労働組合連合 LO，およびホワイトカラー中

央組織 TCOの合問機関 UR による中央からの作業組織変革のフロジェクト

をすすめたが，これは， ノルウェーの産業民主化フロジ z グ Tの方式にならっ

たものであった。とれに対して，もう 1つの機関 FODDは固有企業における

作業組織変革のフロジェクトを推進したものである。

確かに， SAF技術部の下で実施された作業組織の再編成と比べると， URAF 

やFODDによる実験は数が少ない (URAF10件 FODD4件)(LO 1976， P 

25)。

しかL，それらは，スウェーデ γ における作業組織の変革について考えると

き，無視しえぬ重要性をもっているといえる。なぜなら，第 1に経営者団体と

労働者組合団体とが協力した URAFでの実験がわずかばかりであるのにもか

かわらず， SAF技術部が単独で指導したところでは作業組織の変革は数千件

に達していたことを考えるとき， URAFでの試みの極端な少なき自体が重要

な問題点を示しているといえるからである。また，第2に URAFでの実験の

少ないことが，実は同国における労働組合をし亡丘法による経営参加の要求へ

の傾斜を強めさせたと考えられることである (Abrahamsson1980， p. 10J。

第 3にそれが， 1970年代後半からの LO等労働組合のイニシアティブによ

る作業変革プロジェクトあるいは労働生活センタ-ALC におけるプロジミク
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トを生み出すのに大きな影響があったことである。さらに，第4に FODD

におけるプロジェクトの 1つアぷヴィカ・タバコ工場のケースは， ~A"' 技術

部による諸フ.ロジェクトときわだった達し、があり，それが同国での作業組織の

その後の変苧に与えた影響も無視しえぬからてある。

それゆえ，本稿では，ま Fスウェープンにおける職務設言|に関する1969午ま

での研究状況をみ，続いて第田節において，スウエ デンで作業組織の変革を

実施した主要な機関のうち， SAF技術部と URAF，FODDについてその活

動の概略をみることにする。なお，その後の展開は稿を改めて述べることにな

呂。

11 1969年までの研究状況

λ ウェーデンに科学的管理法が導入されたのは192日年以前に遡り，第二次世

界大戦前にはすでにかなりの企業に普及していた。すなわち， 1943年に，同国

の金属工業経営者団体が実施した調査によると，同年までに，動作時間研究を

使用している企業は，回答企業570社(従業員数総計107，OC白人〉のうちの213社

(同82，797人)に及び，同産業には515人の職務研究の専門家が活躍していた

とし、う [deGeer 1982， p. 41J。

しかし，科学的管理法が労働生活に多大の影響を及ぼしはじめるのは，第二

次大戦後のことで，これと時期を同じくして人間闘係論も同国に入ってきたと

いう [Gardelland Svensson 19t!U， p. 1]。科学的管埋法普及の一指標として，

JE専門家(lndustrialEngineer) の数をみると，それは， 195日年の1，500人か

ら65年の6，000人という急増ぷりである [T.Sandberg， p. 21)。

したがって，仕事の単調さ，他律性，学ぶ機会の欠如といった問題は，第二

次大戦後次第に大きくなコてきていたものと思われる。それゆえ，仕事の仕格，

機械化の影響，職務満足と生産性の関係等の研究があらわれるはずであり，事

実争うした研究は， 1952年のセゲノレステッド&ノレンドグィスト (T. Segers. 

tedt och A. Lurdquist) fこよる『産業社会にお吋る人間Jl(Maniskan indus-
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strisamhal1et)や1958年のエリクソ γ(1.Erixon) の『快適さと生産性~ (Tr日-

sel och Productivitet)等あ著作にみることができる。

また， 1958年には， SAFと LOの合同委員会「作業併究委員会」の求めに

より，技術変化り影響に関する社会・心理的な研究が行なわれたが二の時に

タピストック人間関係研究所による炭坑とイ γ ドの綿布土場での研究がすでに

とりあげられている。それゆえ， 1958年の段階で，社会・技術Vステム論に関

する情報は， LOにとっても SAFにとっても，すでに利用可能な状況にあっ

守，

~。

しかし，との理論への関心が高まるためには，科学的管理法にもとづく職務

設計の結果細分化きれ厳格に管理された労働が，労働者の不満をひきおこし，

それが，経営者，労働組合にとって切実な問題となる必要がある。しかし，こ

の国では， 1960年代中頃までは，まだ，その時ではなかった [Dahlstr凸m1978， 

p 日〕。

当時は，まだ，時間短縮，有給休暇，生活の安定等にプライオリティがあっ

たとみられる。そして， 1932年以来ずっと政権を担当してきた社会民主党政府

の下で，これらの方面での改普は次々に実現されてきていた〔例えば， 1953年

3週間の有給休暇， 1954年国民健康保険， 1960年週44時間労働制， 1960年国民

年金計画， 1963年 4週間の有給休暇など) [von Otter 1980b， p. 146)。国民 1

人当りの所得も急増1..，さらに，労働組合の政策により，労働者|吋賃金格差も

かなり縮少してきていた CForseback1980， p. 80) 

したがって，労働生活における不満は，大きく顕在化はじていなかったとみ

られる。例えば，第4ー 1図に示されるように， 1950年代中頃から1960年代の

末までは，むしろ労働争議の少ない期間として特徴づけられる九

1) 奥林民はλ ウZ ーデンLつい Ci196C年代に入り労使関節も悪化ヂる中で」科学伯管理法に対
す~~国"がなされるようになったとしておられる〔同氏 1982， p. 63)が，図から明らかなよう
に196C年代は少なくとも前半は労使関係の安定した時期であった。労慎関係が悪化するのは1960
年代の末のζとである。また，同民は，rスウェ←デンの労使関慌の特徴は第lにノルウェーに比
べると労働争議が多いことであるj とされるがl 両国の労働杭計を比較するときにはまずノルウ
zーの労醐人口はスウェーデンの'V分以下0975年で42%)であることに注意が必要であるし1ノ
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図1 産業紛争による労働損失日数 (単位 1000日〕
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出所) N. Elvander，“ Swed~n "， in B. C. Roberts (ed.)， Towards lndustrial Democracy， 
1979， p. 141 ; H. Bt:rglillll och 13. Rundblad， Arbetsmar-knaden i Sverige， 1978， S.50 

注 1) 1964年以前の非公認ストの統計は不明。

LかL，産業紛争にはならなかったものの問頴は次第に大きくなりつつあっ

たものと思われる。例えば，第4ー 2図にみるように，この国への移民は 3

1960年代後半に急増しはじめる。 1970年代の初めには，その数は一時減少する

が，それでも年間 4万数千人に及ぶ。自動車産業における外国人労働者への依

存はとりわけ顕著で，ボルボでは1972年に主要工場の生産労働者の実に45%が

外国人労働者とし、う有様であった (Enstromand Levinson 1982， p. 33J。

それゆえ， 1960年代の後半には，産業不安にほ結びつかな〈とも，労働内容，

労働生活はかなりの問題をはらんでいたものと考えられるがヲ こうした問題を

、両閏とも協肋改訂の年にはストライキが当然増大するから，ストライキが非常r多い年の翌年は

しばしば非背に少なレ年となるく図1参照〕。 それゆえ， 同氏のあげられる 1年おきのストライ

キ統計は，両国り特世を>tl立するには不適当という ζ とになる。 そこで， 1，000人当りの労働損

失日数でみると19日←65年年平均ではノルウェ -139日に対しスウ z ラン 5日で圧倒的にノルウ

ェーが多いが， 1966-70年では16 日耐と8~ でスウェープンの点が 2 倍官民 Cある。また， 1971-75年

では52日対72日で少しスウエ デンの方が多し、。その後は1976年 (90日対7日)， 77年(16日対

36日)78年 (40日対11日〉で年により立場が入れかわる (Forseback1980， p. 65J。

2) 因みにスウェーデンの総人口は日本町約12--14分自1である。
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図2 スウェーデンの移民
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出所) A. Nilsson och S. Paulson，“ Arbetsmarknadens utveckling i Sverige，" i J. C. Karlsson 
(red.)， Om Lonearbete， E:πbok i arbetssociologi， 1983， S. 75， Diagram 2: 11 

労働組合連合 LO に認識させたのは， ダーノレストレム&ガノレデノレ (E.Dahl. 

stram och B. Gardell) による社会・心理学的研究であった。彼らは， LO の

依頼によって， 1960年代に入ってとくに激しさを加えた技術進歩の影響を調査

し， 1960年の LO 大会に『労働組合運動と技術進歩~ (Fackfゐrenigsrorelsen

och den tekniska utvekling) と題する報告書を提出したが，それは，細分fじ

され，他からべ一月を規制される繰返し作業は労働者に不満をもたらすことを

明らかにし，その解決の必要性を指摘するものであった。この報告書は， LO 

大会で承認され， LOに作業組織の問題の重要性を認識させる役割を果した

CDahl目的m 1978， p. 11: T. Sandberg J982， p. 143J。

Lかし，経営者側の，との問題の研究は，もっと早<，かっ具体的でもあっ

た。例えば， 64年に発行された E レンマン (Rhenman)による『企業民主制



スウェーデンにお日る職務研究と作業組織り再編成 (165) 165 

と企業組織j(Foretagsdemocrati och foretagsorganisation) と題する報告書

では，イギ :J7-， インド，ノノレ'~? ;:，:.ーにおける社会・技術システム論による実

験について述べ，今後の問題主考えるときまずタピλl ック研究所のアプ μ ー

チに焦点をあわせることが必要であると指摘している。そして， とくに作業グ

ループの自律性とジョブ・ローテージョ γ に注目1--，少なくとも一定の状況の

下では，それは，職務満足と生産性の改善を同時に達成できるものとして明確

に自律的作業集団への注目をう仕がLたのである [d.T. Sandherg 1982， p 

146)。

さらに古仁 1946年に M ヘドベノレイ (Hedber日〕は，タピストックの研究

者達がグレ -yャーメタノレ社での研究に携わっていた時にすでに接触をもって

おり，岡兵は1952年に設立され，その後労務管理の分野で重要な影響力をもっ

人事管理協議会 (PA-radet，以下 PA協議会と略称)"に所属している。また，

1950年代には PA協議会のスタップは，ノノレウェ の E トーノレ九ノレッド

(Thorsrud) とも交流していたという [T.Sandberg 1982， p. 156J， 

そして， 1963には，スウヱーデンにおL、ても，鉄鋼会社ファーゲノレスタ社

(Fagersta) で， IE専門家

ともにグノルレ一プ.ベ スの作業組織が試みられている O また， 196臼5年には彼ら

は'ノルウェー産業民王化プロジェグトにおいて作業組織の再編成の最初の実

験を，ファーケソレスタと同じく巻綜職場で実施したクリ月チニア・ λ ピ ゲノレ

ヴェノレクの経営者達と接触を持ち，相互に会社主訪問し合ったという。さらに，

乙れにかかわって興味深いのは，前稿〔赤岡1985Jでみたように，クリ旦チニ

ア社では実験は早々に中止されたのに対して， ファーゲノレ月タ社では1966年に

上の新しいシ九テムが会社全体に拡大されたということである [T. Sandberg 

1982， pp. 156， 163J。

3) なお， PA協議会は，栓にその理事会に LOとTCO if~代表を加え， SAFから独立した出珂
となる。

4) 因みに， SAF技術部は. 1966年に設立されるが， その長をはじめ，主だった多〈の人々が
Fagersta社に勤めていた IE専門家が多い [T.Sandberg 1982， p. 163)。
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こうして， 1966年までには， SAFも Lο もともに，程度の差こそあれ，職

務内容，あるいは労働生活に関する問題の重要生を認識するようになっており，

この認識が， 1966年の工場協議会協定の改訂に反映される。もともと， SAFと

LO-TCO との聞には， 1946午に工場協議会協定が締結されてはし 1たがく1958

年に一部改正された)[LO 1977， p. 72J.経営権の厚い壁5Jの前に，労働組合

は団体交渉を重視する立場をとり，工場協議会の役割に多くを期待してはこな

かった [LO1977， p. 9Jo 

しかし 19E日年 LO大会に提出きれた報告書の一つは，調査に回答した紺

合員の80%がその作業において健康が何らかの程度危険にさらされているとし

ており [LO1977， p. 9J，こうした労働生活上の問題に取り組むために， LO 

は，工場協議会の役割について認識を改める必要に迫られていたといえる。

かくて，一方の SAFの側は，生産生の改善との関係で職務の社会・心理的

な問題を円滑化するために [Abrahamsson1980， p. 9J，これに対して，他方

の労働組合の側は，労働生活の問題に取り組み，この問題に対する労働組合の

影響力を強化するという立場から，職場におげる労働について研究しy 知識を

蓄積するとともに，労働者へ適切な教育・司l院を実施するという点で，両者が

協力することに合意が成立した。そして，この協力プロジェクトを実施するた

めに1966年に労使合同で設けられたのが協調問題開発委員会 URであり，そ

の卜のワーキ γ F・グループが UR調査班 (URAF)であった。

URAFは独自の事務局と調査施設を与えられて， プドジ巴クトの推進にあ

たるが，スウェーデンにおける労働の人間化をみるときこの URAFの活動の

重要性は強調しておかなければならない。なぜならヲその後の SAF技術部の

下での労働の人間化の実験が非常な多数にのぼり，かっ，ベルト・コンベアの

廃止といった華々 Le、成果をトげたhめ URAFの活動は目立ちに〈いが，し

かし， URAFにお付る労使の意見の対立が， SAF技術部独自の活動を生み，

5) 1906年のいわゆる[12月の妥協」によりサ LOは組d由化の孟認を得るのと引き換えにj 労働者

の採用，指岬，解雇に関する経営権を認めていた (Forseback1980， pp. 7-8: Abrahamsson 1980， 
p. 5)。この経営権に封ずる挑戦が1970年代の皆勤組合運動D つの焦在となる。
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それゆえにまた，これに対抗して LO等のプロジェクト，さらに，研究上の

労使のバラン月のために， ALC6
)が成立したと考えられるか bである。それゆ

えヲアプラハムソ γ [B.A brahamsson 1980， p. 9J は， EC委員会への報告

書において，この国では， UKAFでの併究が，社会・技術シ九テム論導入の

メイ γ.アベニューであったと述べる。

しかし， URAFが具体的に，作業組徽の再編成に着手するのは1969年 以 後

のιとtあった。この間注目すべき点は，第 1には， 1966年 に SAFの技術部

が設立されたことである。そして，この年には， "去に数多〈の作業組織の変市

を指導し，現在ではこの面での第一人者ともいうべき R リンドホノレム (Lind-

holm)，翌年には J-pノルステット (NorRtedt) 左 H リンデスタンド (Lin-

destad)が同技術部に加わるが，これらの人々はすべて IEの専門家であっ

売九そして， リンドホルムの最初の仕事は， L デイピス (Davis) と F ェ

メリー (Emery) らの援助の下に開かれたノルウェーの研究者達によるセミナ

ーに参加することであり， SAF技術部は，着々と社会・技術システム論によ

る作業組織の再編成のためのノウハウを蓄積しつつあったのである。

第 2に注目すべき動きは，前述の SAF設立になる PA脇議会が早くも作業

組織の変革を試みはじめたことである。すなわち， 1967年には，アトヲエ・コ

プコ社 (AtlasCopco)の削岩機組立部門87で，また， 1968年には同社の2l1Jの部

門において，さらに 1968-69年には， フスグヴァノレナ社 (Husqvarna) とス

6) 労働生活七ンターは1976年成立の共同決定法により， 77年に設立されたがp 現在研究者40名強

を含む総スタッフ数別人強で1981-82の1年問。守4平は2，225万グローヌル(約6.6億円〉である。
この機関は嵯営側と弾働組合恨jの調査 研究1商におけるパランスをは7]'るために設立された白で

あるが，その活動は労使の代表からなる理事会でコントロールされており，両当事者白いずれの
利害からも一定の独立性はあるとされている (vonOUer 1980， p. 234; ALC 1984， pp.2.正1]ー
しかし， 13名の理事のfち， 7名は，労働組合の代表もしくは哲働組合を背景にもつか苦働組合
との関係が省主党な人物であり，これに対し ζ使用者代表は4名!そして民間企業向表はそのうち
の1名ということになってい畠。

7) 彼らはそれぞれ数多〈の作業組織の変革にコミットしているが! 代表的なものをあげると，
Lindholmボルオ司士等;No日tedtサ プ スカニアネI，オレフ才ス等;Lindestadtスキ+ンヴ
z スト，フォルクスワ ゲン，エンセム・シンテル メタル社等である。

8) これは， URAFにより19開年その最初のプロジェクトが実施されるのと同じ古伊うである。
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トックホノレムの少しおの都市ウプサラ (Uppsala) の建設業においてそれぞれ

作業組織の再編成が試みられたのであった。

第3は， 1966年には，職務内容の問題の重要性を指摘はしていたものの，自

律的作業集団については若干の言及しかしていなかったダーノレλ トν ムが，

1969年の『企業民主化の深化Jl(Fordjupad foretagsdemocrati) なる書物にお

いて，職務の再編成の方法として，自律的作業集団をとりわけ重視するように

なったことである [Dahlstrom1978， p. 100J。

こうして， PA委員会， SAF技術部，さらに， LOと密接な関係にある研究

者が1969年までにはそろって社会・技術システム論に土る作業組織の再編成を

重視するようになっていたといえるのしかし，この国に，社会・技術システム

論が伝わるのは，主としてノルウェーを通じてであり，そのノノレウェーにおけ

る実験を指導した社会・技術Vλ テム論は，単なる作業組織の変革論のみでは

なく，産業民主化論を含むものであった。

さらに，スウェーデンでは1960年代も終りに近づくにつれ，自主管理論，産

業民主化論の論議が，熱ぼく論じられるようになっていた [SAF1975，p. 5J， 

こうした中で， 1969年LO執行部も委員会を設けて産業民主化と労働生活の改

善のための行動計画案の提出を求める。そして，これに基づいて， LOは 1970

年代には従来の伝統的立場を変更し，積極的に経営参加を求めるようになって

いくのである。

これに対して SAF技術部は前述のように 1969年ノノレウェ での作業組織

の再編成の結果をコンブァレン兄を開いて広く紹介したが，ノルウェーから学

んだとはいえ，同技術部は社会・技術シ月テム論，自律的作業集団，および実

験のすすめ方について，ノノレウ z 産業民主化プロジェクトと次節でみるよう

に異なる考え方をもッて，作業組織の再編成にのり出してしぺ。

しかし，産業民主化論の高まるなかにあって，同じ1969年にほ国営企業の産

業民主化のための機関 r企業民主化委員会JFODD，お上び国の行政機関に

おける参加のための機関， r行政組織民主化委員会JDEFF，さらに， 地方自
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治体と県レベルにおける参加の推進のためにそれぞれ「協調問題中央協議会」

が設置され，スウェーデンにおける産業民主化の動きはますますあわただしさ

を加えていた (LO1976， p. 24Jo 

こうして， 1969年末までには，スウェーデ Y における作業組織の再編成に中

心的役割を果す諸機関がそろい，それぞれ実際に実験を開始するが，実験が開

始された頃は非公認ストライキが増えはじめた時であった〔第 4-1図参照〕。

1969年には北部の鉄鉱山のキーノレナ (Kirm叫で大規模な非公認ス lライキが

発生し，これが全国に説及して， 1970年には，非公認ストの発生件数は少なぐ

とも 128件， 71年には56什を数える。非公認ス lにはしばしば政治活動家がや

J てきてピヲをまき，アジラージョ Y を行Idうったといわれる (Rytterbrant1973. 

S. 158J。

これが1960年代末から70年代初めにかけての状況であり，この中で LOは

従来と態度を変え経営参加を求めるようになっていた。そのため経営者はこれ

らに対する何らかの対策をとる必要に迫られていたのであった。それでは， こ

うした状況の中で， FODD， URA， SAF技術部はどのような役割を果したので

あろうか。

III FODD，URAF，SAFおよび技術部の活動

まず FODDからみると， ここでは L.Eカーノレソン (Karlsson) Gに指導さ

れ，アノレヴ fカ・タハコ工場を含め国営企業で邑件のプロジェクト討を推進し

たが，それはノノレウェ の産業民主化プロジェクトの考え方主基礎とし自律的

作業集団四導入セ産業民主化のースナップと考えるものであり，変革は単に作

業組織の再編成にとどまらず，作業組織の再編成は，工場協議会や部門レベノレ

の協議会，さらに取締役会への労働者代表の派遣等の公式の参加制度に上って

補完されるべきであると寸るものであった (T.Sandberg 1982， p. 146l。

9) アルヴィカ田タパュ工場以外の他の4件は，へルネサンド CHarnosand)のタパョ工場， カー
ルスクロヲ CKarlskrona)とウデラ (Udddla)の造船所， および VARAレストランである
(LO 1976， p. 24J。
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次に， URAFでは，有名なアトラス・コプコ社のシクラ工場 (AItas Copco 

Sikla) をはじめ計lOi'ドのプロジェクトを推進したが， この機関は， SAF と

LOおよび TCO傘下の民間企業部門を結集する交渉団体，民間ホワイトカラ

一連合 PTKによって設置されたものであり，労働組合と経営者団体とが共同

して，個々の企業の実験を中央から指導していくという点で，ノルウェーの産

業民主化フロジェクトに範をとったものであった。

乙こでは全体として研究者のプロジェクト推進に対する影響)Jは強かったが，

絞らの山した提案はヲ むぺっかの企業(ベノレストノレプ社 Pel'strop，オケノレス社

λkers， フスクグアノレナ社 Hu::;qvi:irna)では余り採用されなかった。 また，産

業民主化についてみると，アトラア、・コプコ社では変革は他の職場へ波及Lな

かったし，またベノレストノレプ社では，労働者が監督の地位の変更と自主管理拡

大の要求をするようになる (1971年〕主，これに脅威を感じた経営者は1974年

に組合に通告して実験を中止してしまった [T.Sandberg 1982， p. 189J。

これに対して， SAFは， URAFでの労働組合との合同プロジェク!とは別

に，その技術部を通じて各企業における作業組識の再編成を指導していった。

その際に強調されたのは，作業組織の変革を通じての労働者の職務満足の改

善と生産主向上の同時の達成であり，産業民主化としては，職務における労働

者の影響力の増大という意味で砂湯内での仕事を通じての参加のみ限定される

ものを考えていた。しかも，その場合におし、ても， SAFでは監督者は廃止さ

れるべきではないとの考え方に固執していた [SAF1975， Dahlstram 1979， p. 

13)0 

SAF技術部のプロジェグトのもう 1つの特徴は， ノルウェー産業民主化プ

ロジェクトや URAF と異なり，それは，労使の合同による中央統制J方式を採

用せずに， ローカノレな各企業のニーズにまかせ，でこで，各企業が労働組合支

部あるいは労働者の参加により作業組織を変革していくのを援助するという形

をとったこと-cある。

したがフて，ここでは経営者が具体的に日常直面している切実な問題に焦点
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をあわせ，その解決のために経営者自ら作業組織の変革を推進することができ

た。この点は， URAFのプロジ二クトにおいては， 研究者が， イニシアテ年

プをとって生産シスアムの問題を析出し，その解決策を提示したのときわだっ

た対比をなしているといえる山。それゆえ， 乙のような SAF方式の作業組械

の再編成には，経営者が関心をもつのほ当然であるといえる。

しかし，この場合，労働組合の態度が問題となるであろう。そこで， LOの

態度についてみておくな七ば， LO は，それと緊債な関係にある社会民主党が

1932年以来長〈政権を担当していることにより，合理化についてもそれに直も

に反対するというのではなく，そのマイナス面在最少化し，メリザトを引き出

すという基本的考え方には立ってきたが [T.Sandberg 1982， p. 120J， 1960年

代になると技術進歩が雇用に及ぼす影響に懸念を示しはじめた。 しかしヲ LO 

は，生産性向上にはただちに反対といった硬直した考え方はとらず， 1972年に

は SAF と生産性向上と職務満足のための合理化協定を結んだ [LO 1976， p. 

73J。 こうして， 経営者はこの協定の下で， ロ カノレレベノレでの労働組合によ

る発言，関与はあるものの，作業組織の再編成に労働組合が根本的に反対する

とし、う事態には直面せずにすんだのである。

それだけでな仁労働組合の側にも作業組織の再編成によって産業民主化を

実現できる可能性についての期待もあったと考られる山。 LOは伝統的には団

体交渉への依存を基礎とし，経営参加にそれほどの関心を寄せてはこなかった

が， 1960年代後の自主管理論の高まりの中で非公認ストライキの多発にも直面

し，その態度を変え， 1971年の LO大会では労働者の経営参加は，職務満足

や生産性の向上のためだけ己なくヲそれ自体に価値があると考えるようになっ

ていた [Forseback1980， p. 39J。

ところで，社会・技術システム論は産業民主化論をその中に含むものであり，

10) T. Sandbergはこの点を SAF技術部プロジェクトの成功の理由として強調している。 pp目

179，181-182 
ll) LOはその報告書の中でー職場での産業民主化D他への波及j 経官者や監督者との力関係の変

化r強い関心を示している (LO1977， pp. 81-82， 91]。
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作業組織の変革により，職場における産業民主化が実現されるとそれは他の職

場企業へ波及するととも 1:'，労働者が積極化して公式の参加制度も生き生きと

活動しはじめるとし寸似説をもっており， LOはこの考え方にひかれ (LO

1977， pp. 81-82， 91J，産業民主化をすすめるものとして作業組織の再編成に注

目したと考えられる。確かに， SAI'技術部の考え方と労働組合の考え方には

産業民主化の内容をめくって大きな差異があるのは事実である。しかし， LO 

は，上のような考え方にたって白律的作業集団の導入にほ反対ではなかった。

それだけではなく， LOは例えば SAF技術部の指導下にすすめられたサー

ブ・スカニア社の作業組織の再編成については若干の留保はあるものの， 定

の評価を与えてもいる (LO1977， pp. 30， 88-94J。また現在の労働生活センタ

-ALCの教授の l人， B.へドベノレイ (Hedberg) は少な〈とも 1975年までは

ポノレボ・カノレマノレの作業組織の再編成を絶賛している(1975，pp. 225-227J の

である。それゆえ，労働組合自uと SAFとの聞には作業組織の変草をめくって

考え方に違いがあり，それは URAFの中で対立となってあらわれてはいたが

1970年中頃まではそうした対立は決定的とはならなかった。

とはいえ， SAF技術部の指導の下に推進された作業組織の変革には， LOか

らみて問題と d思われるものもあった。そこで LO は，すでに1970年 2月に，

「自律的作業集団の名の下に非常に多くの実験が行なわれているが，それに値

しないものがある」として， SAFに交渉を申し入れている [T.Sandberg 1982， 

pp. 164-165J し，そうした例と Lて，エッセム.、ン γテノレ社のケ一月をとり

あげて，ここでは，労働者の影響力の拡大L 学習の機会の改善もみ bれない

と非難してし、る [LO1977， pp. 86-87J。また，サーブ・ λカニア社立の初期

の実験について，そこでは「生産グループ」の名でグルーフ。作業が導入されて

いるが，それはノパウェ で実施された「半自律的作業集団」の原理のごく一

部しか実現されていないとして不満を表明してもいる [LO1977， pp. 93-94Jロ

問題なのは，同じ〈自律的作業集団に注目はしても，それによって実現され

るべ舎産業民主制について， SAF技術部と LOとには犬舎な差異のあったこ
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とである。前者にとっては，産業民主化とはその職場にのみ限定された仕事を

通じてのいわば職場だけの仕事の変革であるのに対し， LOにとっては惨揚の

民主化とは，企業の他の職場，組織のより上層への参加だけでなく，他企業へ

の波及をも含むよりも広範な民主化を意味していたのである [cf.Abrahams-

son 1980， p. 1旬。それゆえ， SAF技術部のアプローチが明確化し，それに基

っく作業組織の変革のケースが増えるにつれ，両者の対立は次第に鮮明になっ

ていくのは避けられなかった。

しかし，産業民主制の定義の狭さはあるにしても， SAF技術部は，社会・技

術 V月テム論の展開とそれに基づく作業組織の再編成に対して大きな貢献もし

ている。とりわけ，その最大の貢献の つは，作業組織変草のために，多〈の

職場において技術システムの変革を実現したと左である。その有名な倒はポノレ

ボ， カノレマノレ士場やサープ・スカニヤ社のエンジン組立工場におけるべノレト・

コンベ7の廃止であるが，技術システムの変苧はこれらにとどまらず，スカン

ベスト， フスクヴァノレナ社等々かなりの数にのぼる [cf.Agur己nand Edgren 

1980Jo SAF技術部は，これを1976年から新しい工場プロジェクトとしてまと

める努力を行なうことになる。

SAF技術部にはこうした強調すべき貢献もあるが， しかし LO と，上でみ

たように，考え方の違いが明確化してきたのでは，両者のこの方面での協力は

次第に困難となり URAFは，内部での意見の対立が大きくなって，動きがと

れなくなっていた。しかも， SAFはその内部にあって意見を調整して URAF

でのプロジェグトを推進するよりも，これを迂回して，技術部を通じて独自に

作業組織り変革をすすめ，そのケ 旦は1975年までに500件以上に達したので

あった。これでは LO としても対応が必要となる。そこで， LOは， SAFが.

URAFを棚上げLζれとは別に大規模にプロジェクトを展開していること

を批判して， 1974年に LO独自のプロジェクトとして DEMOS(労働生活に

おける民主的計画とコ Y トロール〉プロジェグトをすすめることになヲた。そ

して， SAF技術部とは異なるアプロ一千の開発へと努力することになったの
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である。これが， URAFの中で SAFと労働組合側が対立L，SAFがこれと

別行動をとった結呆の第 1である。

URAFの中での対立と SAFの別行動がもたら Lたもう 1つの重安な結果

は， LOと TOCは URAFを通じては産業民主化が達成しえないよとを悟る

ようになり，産業民主化のための立法を求めるようになったことである。そう

した運動の結果が， 1970年代の 連の経営参加の立法の成立であった団。

こうして URAFはもはや機能しえなくなり， 1979年には LOの申し出に

より廃止されることとなコたが，この時，同時に，職務満足の改善，牛産性の

向上，労働環境の改善をとりきめ，作業組織再編成における労使の協力争支え

ていた1972年の合理化協定払やはり LOによって廃棄されるという結果を招

いたのであった [Abrahamsson19日正 p.10J。

IV むすび

以上が， 1970年代中頃までのλ ウェーデンにおける職務の再編成問題に関す

る研究と突験推進の概況であるが，興味深い点は，第 1には，阿国ではかなり

早くからタピスト γ ク人間関係研究所による社会・技術シ旦テム論が知られて

いたことである。しかし，それが現実に労使から大きな関心を寄せられるよう

になるのは，経営参加論が高まり，非公認ストライキの多発がみられる1960年

代末から70年代初めにかけてのことであり， この時にノノレウェーでの成功が紹

介されることにより，人々のこの理論への関心は一層深まり作業組織の変革が

開始されたといえる。

興味深い第 2の点は， SAF 技術部と労働組合側では産業民主化の定義が異

なれ自律的作業集団のもつ意義についての理解が異なっていたことである。

そのため， URAF の中で SAF と労働組合世~とは対立したが，この対立に上

り， SAFは技術部を通じて URAF とは別に独自にプロジェグ}を展開 L，

数多くの職場で作業組織の変苧を実施した。しかし，そのこ左が労働組合側の

12) これについてはSUl寄で改めて述べる。
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重要な反作用を呼ぶようになった。その lつは，労働組合独自のプロジェグト

の開始であり，その 2は労働組合が産業民主化の実現の方法として立法に頼る

ことになった点で，それが1976年の共同決定法を成立させた。その 3は，その

共同決定法にも土ずき，労使の研究トのバラ γス事?とるために労働生精セ γタ

ーが設立されたことである。

第 3に， SAF技術部の7プロ チは産業民主化に関する考え方は限定され

たものではあるが，技術システムの変革を数多〈の企業で実施し，それをまと

める努力を1966年に凋始したことを指摘Lておかなければならない。

きて，それでは具体的に SAF技術部のアフローチによる作業組織の変革と

は如何なるものか，技術の変革はどの程度可能なのかが問題となろう。また，

SAF技術部と異なる労働の人間化とはどのようなものか，その可能性はどう

かについても興味深し、。これらについては，稿を改めて考察していくことにな

る。
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